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	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【全体考察】

今回の研修では、生活訓練施設の新体系移行における現実的な問題および平成25年8月以降の考え、展開について大変参考となる内容であった。また、自立支援法の一部改正にあたり、厚生労働省の事前説明の場面に立ち会えるなど、私自身にとっても今までにない経験をさせていただいた研修であった。

生活訓練施設の移行問題については、障害者自立支援法施行時から、新サービスの種別に同じ機能とは行かないまでも、新体系サービスとして移行できる内容がない、と指摘されておりデータ数値をみても移行率は他のサービス事業所と比較しても一目瞭然で、移行率の悪さが際立っていた。平成21年4月には宿泊型自立訓練が生活訓練と同一敷地内（施設内の日中生活訓練）と利用できることで、一旦は生活訓練施設の移行先も見えたかに思えたが、利用期限の問題と3年目から減算となり新たに報酬の問題が発生するなど、精神科医療と連携してきた生活訓練施設の移行問題については、他のサービスへの移行とは別に妥協するしかないと考えていた。前記については、青山荘の問題のみならず、県内外の生活訓練施設の管理者と同じように悲観し、新体系移行は難易度の高い問題として随分検討してきことを思い出していた。

そのような中で、精神科医療と連携してきた生活訓練施設の移行問題に対して、焦点を定めて取り組んできた日精協の行動は、厚生労働省の歩み寄り、今後の検討課題として改正するべき事項を引き出したことであり、大変重要な課題を打破するべき取り組みと考える。また、この取り組みによって生活訓練施設の新体系移行が大幅に前進したことは言うまでもない。個人的ではあるが、法の一部が改定される場面に立ち会えたことは、個人的にも貴重な場面に立ち会えたと実感し、専門職、職業人として業務遂行する際の一つの方法論として大変参考になった。

また、移行事例については、様々な角度から新体系移行のプロセス、問題点や具体的な改善方法を提示していただいたことで、具体的な移行プランの作成、申請、準備、移行後（平成24年4月1日）までの計画がスムーズに実行できる研修内容であった。

平成23年10月14日（金）

Ⅰ「新体系移行の経過措置に対する日精協の基本的考え方について」

　日本精神科病院協会常務理事　千葉　潜　氏

　新体系移行の経過措置に対する日精協の取り組みと、生活訓練施設の移行について、現実の問題および平成25年8月以降の考え、展開について具体的に説明していただいた。

千葉常務理事は、日本精神科病院協会が取り組んできた、新体系施設（生活訓練施設）の移行問題については、これまで生活訓練施設が果たしてきた役割を踏まえれば、新体系事業所では精神障害者の特性に配慮された事業に合致していないことを問題視している。また、医療と連携した施設運営、社会的入院の退院促進の受け皿として貢献してきた実績を踏まえ、厚生労働省との話し合いを重ねてきたと説明された。日精協では、現行の生活訓練施設を地域生活支援・訓練センターとして経過措置により平成25年8月まで延長することを厚生労働省に提案している。また、地域生活支援・訓練センターの実践内容は、8月30日日に障害者制度改革推進会議総合福祉部会がまとめた「障害者総合福祉法の骨格」の地域支援の基礎・基本となりえる提案となっていることを説明した。（下記内容）
・総合福祉法における新体系サービスにおいて地域コニュミティーサービスの機関的な支援センターとしての精神障害者地域生活支援・訓練センターを創設する。

・総合福祉法が施行される間、旧法施設体系の生活訓練施設を在置継続させ、施行的先行事業として精神障害者地域生活支援・訓練センターを実施させる。

・総合福祉法が施行された場合は、これらの事業を実施している生活訓練施設を、神障害者地域生活支援・訓練センターとして指定する。

以上が日精協の提案であり、これまで厚生労働省と協議を続けてきたと説明した。厚生労働省の見解として、宿泊型をベースに次のステップを考え、移行するための最適なサービス展開については、直接厚生労働省の担当者より本日説明していただくとして、日精協の基本的な考えについての説明を終えた。

Ⅱ精神障害者施設の新体系移行について

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

地域移行・障害児支援室　室長　内山　博之　氏　、室長補佐　稲葉　好晴

日精協の千葉常務理が会場全体に説明するよう求めた「生活訓練施設の経過措置および新体系の移行に対する厚生労働省の考え」について、厚生労働省　地域移行・障害児支援室　室長　内山氏は基本的には平成24年4月1日までの移行は、現行の精神障害者生活訓練も障害者自立支援法下の何らかのサービス事業所への移行となるが、既存の生活訓練施設の機能を踏まえ、平成22年12月制定の改正法案（つなぎ法案）では、平成24年4月1日から実施される内容として、退院や地域での定着をサポートする「地域密着支援」「地域定着支援」の創設ならびに地域生活に向けた訓練と、状態悪化時のサポートをパッケージとして行う受け皿整備を検討していると説明した。

「地域移行・地域生活支援体制」の強化

　→改正障害者自立支援法の施行に伴い、平成24年度からは宿泊型自立訓練と就労継続支援などの日中活動サービスやショートスティの事業等を組み合わせて実施しやすくするとともに、新たに創設する地域密着支援」「地域定着支援」を組み合わせて実施することにより病院、入所施設からの地域移行・地域生活への定着を支援する。

◇退院・退所を希望する者

→地域移行・地域支援のためのコーディネート機能（サービス利用計画）　

　退院・退所に向けたケアマネジメントを行い、地域生活への移行、定着を計画的に支援。

　　↓
→地域移行・地域生活のための支援（地域移行支援）
　地域生活の準備や福祉サービスの見学・体験のための外出への同行支援・入居支援など。

◇宿泊型自立訓練の規制等の緩和に関する検討事項について

→現在は、精神障害者生活訓練施設が行っている機能を、宿泊型の自立訓練事業により引き継いで行く。

　地域移行・地域生活支援機能の強化を図る観点等から宿泊型自立訓練の規制の見直しを検討。

①ケアマネジメントの導入に伴う標準利用期間が3年の場合の報酬規定の見直し等について

→長期入院していた者の減額単価（現行162単位/日）の適用時期を現行の「２年を越える場合」から

「３年を越える場合」に延長。

→平成24年度からは、ケアマネジメント（サービス利用計画）を重視した支給決定となることを踏まえ

　長期入院患者に加え、長期の引きこもりなど長期の支援が必要な場合には、標準利用期間を3年とするよう、自冶体・事業所等に周知するとのこと。

※標準利用期間を超えて、さらに必要性が見られる場合には、最大1年の延長が可能。

②空床を利用した短期入所の実施について

→宿泊型自立訓練、グループホーム、ケアホームにおいても、必要な人員を配置した場合には、空床・

　空室を活用して短期入所事業が実施できるよう、現行基準を見直しする。

　次に、障害福祉サービスの新体系移行について説明があり、平成18年度から現在までの施設移行を踏まえた障害者自立支援法（一部改正内容を含む）の説明があった。

①3障害一元化の説明

②昼夜分離→日中活動と居住に係るサービスの分離により、複数のサービスと組み合わせが可能

　「障害者の選択に基づく多様なライフスタイル」へ

③地域移行→地域生活支援や就労支援といった地域で生活していくために必要なサービスを創設

④サービス名称→「介護」「訓練」「就労支援」といった国民に分かりやすいサービス名称に変更

　

◇新体系サービス移行状況（施設種別の内訳）

知的障害者入所授産施設　49.1％　知的障害者通勤寮　44.5％　精神障害者生活訓練施設　38.2％

※施設入所支援（24時間支援）を実施してきた施設の移行率が低い。

◇新体系サービスの移行支援として

①新体系サービス事業所の報酬→18度より報酬額の改定をしてきた

②移行後の収入の保証→新体系移行後に旧体系より収入が減少した場合に差額を助成

　※平成24年度の差額保障は決定していない。

③その他→新体系サービスで必要となる改修・増築工事費や生産設備等の助成

上記の説明後に、平成24年3月まで新体系施設に移行して欲しいと説明を終えた。

Ⅲ移行事例紹介

1.旭川圭泉会病院　　企画部長　山岸貴一郎　氏
　生活訓練施設「なかま」の新体系移行について、平成24年4月1日の移行を検討しているとの説明あり。山岸氏は移行準備として、まずどの施設体系に移行するのか、また、法人の問題として発生する分野について説明した。特に医療観察法、指定通院機関として、医療と連携した生活訓練施設の移行については、現在の新体系施設のサービス上では例がなく問題点であると指摘した。（他の法人ではあまり検討されない問題点であるが現実問題として精神障害者の社会復帰支援、サービスの提供ついては、医療との繋がりを深化しなければならない問題点であると感じた。）

　平成24年4月の移行予定を踏まえ、現在の作業として宿泊型自立訓練と日中活動およびグループホームの運営と対比しながら説明していただき、その結果として移行後は収益低下、利用者負担の増大はやむを得ないと説明された。それを補う形のサービス提供として、良質のサービスの提供、スタッフの質の向上が必要であると話された。

2.秋田緑ヶ丘病院　福祉部次長　田中和弘　氏

　講師の福祉部次長　田中氏は法人の新体系施設の移行説明（移行事例）として、医療法人久盛会では、援護寮（20部屋）、福祉ホーム（9部屋）、グループホーム（16定員）をグループホームへ移行した事例を説明した。

◇グループホームへの移行を選択するまでのプロセスについて

①日中の生活指導を継続出来ること

②移行することによって旧施設の利用者が新サービスを選択できるようにする

③地域社会復帰を考える場合にそのサービスの役割、機能について検討した

④グループホームの利用期限がないことで、利用者、職員のモチベーションの維持

ついて

⑤入居者個々のアセスメントでグループホームを多機能的に活用できる方法

⑥地域移行に対する基本的な考え方を継続できるのか

※上記①～⑥のプロセスを踏まえた移行後の支援の方向性として

　　↓

移行後のイメージとして、サービス計画は基本的に通所型施設をフルに活用する内容として、関連施設と連携を図り、総合的な施設運営（経営）を画策する。個別支援を徹底することにより日中活動への支援を行える。職員配置は精神保健福祉士等の加算も一つであるが、世話人もケアマネジメントを理解して利用者が安心して地域生活を送る体制を維持する必要があると説明した。

　

次に、移行後の現状（課題）について、利用期限に定めがないことで利用者の安住の場としないこと、精神保健福祉士の減少（世話人配置）によってサービスの質を低下させないこと利用者の高齢化に対応する問題点、ケア会議を定期的に開催する必要性を説明。最後には、グループホーム単体のサービス事業所の運営は困難である為、複数のサービス事業所と連携した事業所運営が必要と説明した。

3.五色台病院　　事務部長　玉川新一郎　氏

　事務部長　玉川氏は、援護寮・福祉ホームＢ型の旧施設体系から共同生活援助事業への移行事例として、始めに理事長から補助金と比較した給付費の説明があり、前述した秋田緑ヶ丘病院　田中氏の説明同様に、運営は複数事業所との連携した運営で安定することが必要であると説明した。次に事務部長の説明があり、主に新体系移行時に必要となる事務分野について具体的に説明して頂いた。またグループホームへの移行について、援護寮＋福祉ホームで42室を全て移行できなく県から30室の転換した出来ないと指摘されたが、法律の解釈・捉え方を指摘したことにより全室認められたとのこと。この事例を踏まえても今後移行する法人は都道府県において法律の解釈の相違もあるため注意が必要と助言した。その他、県の認可、移行時の法人の事務作業（必要部分）について大変分かりやすく説明した頂いた。

4.新垣病院　就労支援事業所あらた舎　施設長　仲田直幸　氏

　施設長　仲田氏より生活訓練施設から自立訓練事業への移行について、主に旧体系の補助金とサービス報酬の比較について説明を受けた。日払い報酬となることで、報酬実績のシュミレーション、移行後の施設運営（事業者視点）について具体的な説明であった。

<考　察>

　４法人の新体系移行について、それぞれの法人から、新体系施設の移行内容、事業の選択、報酬について、医療と連携したサービス事業所の運営について大変参考となる説明を受けた。先ず新体系の移行については、利用者ニーズとそれに基づくサービスの提供、事業所運営（収入）について連動した移行プランを作成することがスムーズな移行を果たせることを実感した。同時に、施設単体ではなく法人事業ならびに複数事業所との連携を図る必要があること、利用者関係では、ケアマネジメント手法の理解、効果的な活用がサービス事業所としての機能向上となることを考えさせられた移行事例説明であった。
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